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周知のように産業革命の研究は，1960年ストックホ
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ルムでのas　1回国際経済史会議の共通論題として取り
あげられてより，国内はもちろんのこと国際的にも経
済史の主要な課題におかれている。とくに，この分析
は経済成長と産業革命（技術革新）との関連のなかで
，現代史の問題として重要な意義をもつものとなって
いる。この重要な歴史的意義をもつ産業革命研究は，
ユソゲルス（F．Engels），　トインビー（A．　Toynbee）
などの古典的研究にはじまり，今日ではクチソスキ
ー（」．Kutzynski），マントウ（P．　Mantoux），アシュ
トン（T．S。　Ashton）らによって優れた研究成果が残
されているが，その概念規定についても，時代区分に
ついてもいまなお一致した見解がみられず多くの問題
が残されている。
　そこで本年は，まず原理論研究をイギリス18世紀の
産業革命に視点をおき解明することからはじめた。こ
の研究成果の一部を明大商学論叢第49巻，第6号に発
表しておいた。とくに，この研究では資本主義社会の
基本的な生産者階級としての工業・農業賃労働者階級
の形成が，第2次農業革命を一環として進められる産
業革命を媒介として最終的に完遂されるとの問題意識
のもとに考察を試みた。いわゆる本源的蓄積の完成過
程を産業革命の過程にもとめ，これを実証的・理論的
に整理検討したいと考えた。このような分析視角は，
すでに，マルクス（K，Marx），エンゲルス，レーニソ
（V．1．Lenin），トインビー，マントウ，・・モンド夫i妻
（」．L．＆B．　Hammond）らによって教示されてい
る。そこで，われわれは，これら史家の見解を明らか
にして，これを手がかりに問題の検討に入ることにし
た。まず，これら諸学説の産業革命の概念内容を明ら
かにすることからはじめた。というのは，これらの学
説に対する批判として，産業革命を技術革新（innova・
tion）や，工業化（industrialization）として超歴史的
・無概念的に規定しようとするクラッパム（J．Cla・
phom），アシュトソに代表されるいわゆる楽観主義
産業革命論が，今日，非常に大きく取りあげられ，問
題にされるにいたっているからである（T．・S．・Asht。n，　An
Economic　History　of　England，　The　Eighteenth　Century，
1955．et・．）。ところで，マルクスをはじめとするさきの
産業革命の基本的概念内容は，エンゲルスの「産業革
命がイギリスにたいしてもつ意義は，政治革命がフラ
ソスにたいし，哲学革命がドイツにたいしてもつ意義
と同じである。1760年のイギリスと1844年のイギリ．ス
とのあいだの懸隔は，すくなくとも，旧制度のフラソ
スと7月革命のフランスとのあいだの懸隔と同じくら
いに大きい。しかし，この産業的変革のもっとも重要
な成果は，イギリスのプロレタリアートである」（マ・レ
クス，エソゲルス全集，第2巻，24碩）との指摘にもあるよう
に，産業革命が単なる技術的・経済的変革にとどまら
ず，社会的・丈化的変革をもたらす世界史的画期とし
て把握されている。したがって，産業革命をマニュフ
ァクチュアから工揚制工業への生産過程の革命化や，
封建制から資本制への生産様式の革命を基調とする，
いわゆる産業資本の確立＝本源的蓄積の完成の歴史的
エポックと規定することができる。
　この論証としてわれわれは，産業資本が重商主義
（mercantiliSm）的産業規制を排除し，いわゆる「自由
放任」（laissez－faire）政策の政策主体へ移行するため
には，産業革命を経過しなければならなかったことを
あげることができるだろう。すなわち，重商主義体系
が破棄される過程は，18］4年の徒弟法・定住法など中
世的産業規制の撤廃にはじまり，19年のピール条令
（Peel’s・Act），26年・44年の銀行条令（Bank　Act）など
イングラソド銀行の近代的銀行への脱皮，金融機構の
体制的i整備，24年の機械の輸出・移民の自由，46年の
穀物法など保護関税制度の撤廃，49年・54年の航海条
令の廃止にいたるまでと考えることができるQまた，
これにともなう政治構造の変革過程としては，1832年
の第1次選挙改正法（The　Reform　Act）から67年の
第2次選挙改正法に求めることがでぎるだろう。この・
ような過程のなかで，資本の本源的蓄積から資本制的
蓄積へと移行する歴史的画期としての33年・44年の工
場法（Factory　Act）が制定されるのである。すなわ
ち，新労働（市場）政策として，まず，農民・手工業
者の労働者への転化を円滑に流動するために14年の徒
弟法・定住法，34年の救貧法の改正など旧労働規定が
打破され，ついで，工場制度に適応的な労働政策の転・
換（工場法）が示されたのである。
　以上において，産業革命と資本の本源的蓄積との関、
連の論旨が明らかにされたとおもう。
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